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過去の『NTT is』に関しては、こちらのウェブサイトをご参照ください。

https://group.ntt/jp/ir/library/nttis/
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表紙



Top Message ｜ トップメッセージ

NTTグループは｢Your Value Partner」として、
事業活動を通じてパートナーの皆さまとともに
社会的課題の解決をめざしてまいります。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により影響を受けられている方々に、心よりお見舞い申し上げます。
　先般の弊社経営層と省庁関係者などとの会食に関する報道などにより、株主の皆さま、お客さまをはじめ、
関係する皆さまに多大なるご心配とご迷惑をおかけしておりますことを、心より深くお詫び申し上げますと
ともに、信頼回復に向け誠実かつ公正な対応に努めてまいります。

代表取締役社長
社長執行役員

　2020年度決算については、対前年増収増益とな
り、営業収益・当期利益は過去最高を更新しました。
具体的には、営業収益は、新型コロナウイルス影
響などによるNTTドコモの端末機器販売収入や海
外におけるSI収入などの減収はあるものの、スマー
トライフ収入や国内のSI収入の増などにより、11
兆9,440億円（対前年＋446億円〔＋0.4%〕）とな
りました。営業利益は、新型コロナウイルス影響を、
グループ各社の増収やコスト削減などでカバーし、
1兆6,714億円（対前年＋1,092億円〔＋7.0%〕）
となり、当期利益は、9,162億円（対前年＋609億
円〔＋7.1%〕）となりました。
　2021年 度 業 績 予 想 に つ い て は、 ド コ モ の

「ahamo」や「ギガホ・プレミア」によるお客さ
まへの還元の拡大などに伴う減収が見込まれるも
のの、旺盛なデジタル化需要を取り込んだSI収入の

増や、スマートライフ領域の拡大、海外における構造改革効果の創出などにより、対前年増収増益、営業収益（12
兆円）・営業利益（1兆7,300億円）・当期利益（1兆850億円）いずれも過去最高、当期利益は初の1兆円超えを見
込んでおります。
　EPSは2021年度300円を見込み、中期財務目標（2023年度320円）に対し1年前倒し、またコスト削減※は2021
年度の目標を▲8,400億円とし、中期財務目標（2023年度目標▲8,000億円以上）に対し2年前倒しでの達成に向
けて取り組んでまいります。

※ 固定/移動アクセス系。2017年度からの累計削減額。

2020年度の業績、2021年度の業績予想
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2021年度の主な取り組み

　B2B2Xモデル推進については、2020年度末のB2B2Xプロジェクト数は2021年度目標を1年前倒しで達成
しており、引き続き、プロジェクト数の拡大に取り組みます。三菱商事株式会社との連携による食品流通
分野におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）や、コマツなどとの連携による建設業界のDX、
スマートシティの実現による地域活性化などを推進してまいります。
　5Gサービスの展開については、「ahamo」など、お客さまのライフスタイルに合わせた料金プランの提供
により、顧客基盤の強化を進めていきます。あわせて、オンライン診療やデジタル金融サービスなどを通じ
たパーソナル化推進による、お客さまのライフスタイル変革をサポートしてまいります。
　グローバル事業においては、高付加価値サービスの拡大や構造改革の効果創出などにより、競争力強化
と成長を加速させます。
　研究開発の強化・グローバル化に向けては、IOWN総合イノベーションセンタを2021年7月に新設し、
研究所の基礎研究と国内・グローバルベンダの開発能力の連携を強化していきます。加えて、サービス開発
や成長分野の投資を含む新たな領域への研究開発も拡大していく考えです。
　また、不動産利活用やグリーン電力供給といった新事業を推進していくとともに、地域社会・経済の活性
化への貢献も引き続き取り組んでまいります。

　ESG（環境・社会・ガバナンス）経営を通じて、持続的な企業価値の向上をめざしております。特に、ガ
バナンス強化に向け、不正不祥事を発生させない企業風土の醸成と高い倫理観に基づく事業運営に取り組ん
でまいります。
　第36回株主総会でご承認いただいた業績連動型株式報酬にあわせ、役員報酬の業績連動幅を従来の3割か
ら5割に拡大することで、中長期的な企業価値向上をより強く意識するような報酬制度としております。加
えて、主要子会社においても執行役員制度を導入し、独立役員相当の社外取締役を選任することで、取締役
会の議論の活性化およびガバナンス強化を進めてまいります。
　先般の会食に関する事案については、特別調査委員会の報告も踏まえ、会食などに関するルールの策定な
どの再発防止に向けた取り組みを公表いたしました。運用状況に関する適正な管理体制の構築により、内部
統制も強化してまいります。また、関係役員などに対して報酬減額などの処分を実施しております。
　今後、ビジネススタイルを刷新し、新たな時代に相応しい、リモートワークを基本とする新たな経営スタ
イルへの変革に取り組んでまいります。具体的には、クラウドベースシステム/ゼロトラストシステムの導
入、DXの推進や紙利用の原則廃止、職住近接によるワークインライフ（健康経営）の推進、組織（本社・
間接部門含む）の地域への分散設置、女性/外国人/外部人材の活躍推進、情報インフラの整備推進による分
散型国土形成への貢献などを推進していきます。

　最後に、株主還元の充実については、継続的な増配の実施を基本的な考え方とし、自己株式取得について
も機動的に実施することで資本効率の向上を図ってまいります。なお、2021年度の配当は、対前年+5円
増配の年間1株あたり110円を予定しており、11期連続の増配になります。

株主の皆さまにおかれましては、より一層のご理解とご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

ガバナンスの強化
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連結業績概況と業績予想
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2019年度

118,994

2020年度 2021年度
（予想）

120,000
 (対前年+560)

2019年度

8,553

2020年度 2021年度
（予想）

10,850
 (対前年+1,688)

2019年度

15,622

2020年度 2021年度
（予想）

17,300
 (対前年+586)

2019年度

231

2020年度 2021年度
（予想）

300
 (対前年+52)

営業収益
（単位：億円）

当社に帰属する当期利益
（単位：億円）

営業利益
（単位：億円）

EPS（1株当たり当期利益）
（単位：円）

119,440億円 9,162億円16,714億円 248円

対前年+446 対前年+1,092 対前年+609 対前年+17

セグメント別の状況

10.6%
（14,671億円）

16.8%
（23,187億円）

15.0%
（20,656億円）

23.3%
（32,074億円）

34.3%
（47,252億円）

3.8%
（648億円）

8.3%
（1,392億円）

8.7%
（1,462億円）

25.0%
（4,202億円）

54.2%
（9,132億円）

119,440億円

 営業収益※

（2020年度）
 営業利益※

（2020年度）

16,714億円

営業収益 営業利益

移動通信セグメント 2020年度
47,252億円

（対前年＋739億円）
9,132億円

(対前年＋586億円）

お客さま還元影響の拡大やモバイル通信サービス収
入減を、スマートライフ事業の拡大および販売コス
トの効率化などによりカバーし、対前年増収増益。

2021年度（予想）
47,900億円

（対前年＋648億円）
9,200億円

（対前年＋68億円）

お客さま還元の拡大などに伴う減収を、スマー
トライフ領域の拡大やコスト削減などによりカ
バーし、対前年増収増益をめざします。

地域通信セグメント 2020年度
32,074億円

（対前年＋1,275億円）
4,202億円

(対前年＋319億円）

好調な光純増を受けた収入やSI収入の増、コスト
削減などにより、対前年増収増益。

2021年度（予想）
31,700億円

（対前年▲374億円）
4,290億円

（対前年＋88億円）

音声収入の減やSI収入減の影響を、光サービス拡
大に伴う収入増やコスト削減などによりカバー
し、対前年減収増益をめざします。

長距離・国際通信セグメント 2020年度
20,656億円

（対前年▲1,401億円）
1,462億円

(対前年＋426億円）

新型コロナウイルス影響などによる減収はあるも
のの、前年度実施した海外における構造改革に伴う
利益改善などによりカバーし、対前年減収増益。

2021年度（予想）
20,900億円

（対前年＋244億円）
1,580億円

（対前年＋118億円）

高付加価値サービスの拡大を通じた増収や、構
造改革効果の創出などにより、対前年増収増益
をめざします。

データ通信セグメント 2020年度
23,187億円

（対前年＋518億円）
1,392億円
(対前年＋82億円）

国内における公共・社会基盤分野・金融分野の
増収および不採算案件の減などにより対前年増
収増益。

2021年度（予想）
23,600億円

（対前年＋413億円）
1,800億円

（対前年＋408億円）

デジタルシフトの加速などを通じた増収や、海
外における構造改革効果の創出などにより、対
前年増収増益をめざします。

その他セグメント 2020年度
14,671億円

（対前年▲1,346億円）
648億円

(対前年▲261億円）

リース事業分社化の影響やエネットにおける電
力調達コスト高騰の影響などにより、対前年減
収減益。

2021年度（予想）
15,000億円

（対前年＋329億円）
670億円

（対前年＋22億円）

リース事業分社化の影響はあるものの、分譲販
売増などによる増収により、対前年増収増益を
めざします。

※各セグメント単純合算値（セグメント間取引含む）に占める割合
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グループ会社の紹介
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NTTドコモの新たな料金プランについて
　2020年12月に完全子会社化いたしましたNTTドコモ（以下、ドコモ）では、オンライン手続きプラン
「ahamo」や、大容量のデータ通信をよりおトクにご利用いただける「5G ギガホ プレミア」「ギガホ プレミ
ア」など、さまざまなお客さまのニーズにあった料金プランをご用意し、顧客基盤のさらなる拡大に取り組んで
おります。今回、その具体的な取り組みをご紹介いたします。

お客さまのニーズに応じた料金・サービスにより顧客基盤を拡大
2021年度 5G 契約者数 1,000 万人をめざす

多様なお客さまニーズへの対応 5G契約者の拡大

★
New
ニュー

中容量
シンプル・オンライン特化
高コスパ

★
Premier
プレミア

小容量～無制限
フルサポート

家族でおトク

100万突破
（うち30代以下が50％超）

4月1日提供開始

3月26日提供開始

今後発表

★
Economy
エコノミー

小容量

超低廉な料金

1,000万

309万

2020年度 2021年度

（契約）

●「プレミア」では、ドコモの高品質なネットワークを今まで以上に安心してお楽しみいただけるよう、大容量の料金プランを
見直し、2021年4月1日より「5Gギガホ プレミア」「ギガホ プレミア」の提供を開始しました。
「5Gギガホ プレミア」は、データ通信を無制限でご利用いただけ、料金も従前のプランより1,000円値下げし、月々4,480
円※1からご利用いただけます。また、1か月の利用データ量が3GB以下の月は、ご利用料金から1,500円おトクにご利用いた
だけるなど、お客さまの使い方にフィットする料金プランとなっております。

●はじめてスマートフォンをご利用になるお客さま向けには、データ通信は１GBまで、5分以内の国内通話が何回でも無料でご
利用いただける「はじめてスマホプラン」の提供を開始しました。最初の1年間は月額980円で、2年目以降もずっと月額1,480
円※2でご利用いただけます。

●2021年3月26日より「ahamo（アハモ）」の提供を開始しました。デジタルネイティブ世代を主なターゲットとし、手続き
やサポートについてもオンラインで完結する仕組み※3となっております。
複雑な割引条件など一切なく、月額2,700円で、データ通信は20GBまで、音声通話も5分以内の国内通話が何回でも無料でご
利用いただけます。また、月々のデータ量20GBの範囲内であれば、海外82の国と地域でのデータ通信も追加料金なしでご利
用いただけます。
※  表示価格は全て税抜です。
※1 dカードお支払割、みんなドコモ割（3回線以上）、ドコモ光セット割適用後の価格です。
※2 dカードお支払割適用後の価格です。
※3 2021年4月22日より、ドコモショップにおいて有料の「ahamo WEBお申込みサポート」「ahamo WEBお手続きサポート」を開始しております。

●さらに低廉な料金でご利用いただける「エコノミー」については、実現に向けて複数のMVNO事業者と検討を進めており、
準備ができ次第発表させていただきます。

　ドコモは今後も、一人ひとりのライフスタイルに寄り添い、安心して長く使い続けていただける料金サービスのさらな
る充実をめざしてまいります。
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お知らせ
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株主さまへのdポイント進呈（2021年度）

　株主の皆さまの日ごろのご支援に感謝するとともに、当社株式への投資の魅力を高め、より長く保有していた
だくために、当社株式の保有期間に応じて株主さま向けにdポイントを進呈します。

対象となる株主さま 基準日

基準日時点で、100株以上保有し、以下の保有期間の株主さま

２年以上３年未満 5年以上6年未満

1500ポイント 3000ポイント
※本年度進呈対象となる株主さまは上記の通りであり、株主さまへ毎年進呈するものではございません。

2021年3月31日

エントリー方法（インターネットによるエントリーサイトでの申し込み） エントリー可能期間/時間

STEP 1 対象の株主さまに、エントリーサイトのログインID/PASSを本株主通信に同
封しています。

STEP 2 同封されているID/PASSを利用して、エントリーサイトにログインします。

STEP 3 エントリーサイトにてアンケートにご回答ください。

STEP 4 ご希望のdポイント進呈先であるdアカウント情報を入力してください。

STEP 5 入力されたdアカウントにdポイントを進呈します。

2021年7月1日
から

2022年3月31日
（8時00分から21時59分）

エントリー
方法詳細 https://group.ntt/jp/ir/private_investor/benefit/pdf/entry_manual.pdf

dポイント進呈の詳細は
こちらのWebサイトを
ご覧ください

株主さまへのdポイント進呈
https://group.ntt/jp/ir/private_investor/benefit/index.html

よくいただくご質問について
https://group.ntt/jp/ir/faq/index.html#dpoint

会社概要（2021年3月31日現在） 株主メモ
会社名 ：日本電信電話株式会社
設立年月日：1985年4月1日

本社所在地：〒100-8116 東京都千代田区大手町一丁目5番1号
大手町ファーストスクエア イーストタワー

資本金 ：9,380億円

事業年度 ：4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 ：毎年6月開催
期末配当金支払株主確定日：3月31日
中間配当金支払株主確定日：9月30日
単元株式数 ：100株

NTTグループ各社のお問い合わせ先
NTTドコモ

ドコモの携帯電話からの場合

 151（局番なし）
午前9時～午後8時 年中無休
（一般電話などからはご利用になれません。）

一般電話などからの場合

0120-800-000
午前9時～午後8時 年中無休

NTT東日本・NTT西日本
「電話サービス」に関するお申し込み・お問い合わせ

 116（局番なし）
午前9時～午後5時 年中無休（ただし年末年始を除く）

「ブロードバンドサービス」に関するお申し込み・お問い合わせ

0120-116-116
午前9時～午後5時 年中無休（ただし年末年始を除く）

NTTコミュニケーションズ
電話・インターネットのサービスに関する
お申し込み・お問い合わせ

0120-
コ ー ル

506
・

-
コ ー ル

506
午前10時～午後7時
（日曜・祝日・年末年始を除く）

※現在、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、受付体制を縮小して運営を行っております。このため、お電話がつながりにくくなる場合がございます。
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NTTグループの動き ｜ 2020年10月～2021年5月のNTTグループの主なニュース（日付は発表日です。）
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10月1日 ビジネスチャット「elgana」において初期費用・
月額費用無料のフリープランを提供開始

10月15日 遠隔ロボット開発を行うオリィ研究所とリモート
ワールド実現に向けたビジネス強化、技術連携な
どを目的とした資本業務提携に合意

10月17日 国立情報学研究所、東京理科大学、大阪大学、JFLI
と時間結晶と呼ばれる時間的な結晶状態の中から
複雑なネットワーク構造の発見を発表

10月20日 東 京 工 業 大 学 と 共 同 で 、 世 界 最 高 速 の 帯 域
100GHzを超える直接変動レーザを開発

10月21日 観光活性化、生活利便性向上を推進する新たな街
づくりをめざして横須賀市と連携協定を締結

10月28日 ICT、不動産、エネルギー、環境技術などのリソ
ースを最大限に活用した地域活性化・課題解決に
向け、長崎市、株式会社ふくおかフィナンシャル
グループなどと産学官金連携協定を締結

11月6日 核融合に関する研究などを手がける量子科学技術
研究開発機構と連携協力協定を締結

11月13日 光ファイバを用いて離れたところにある対象物に
紫 外 線 を 照 射 し ウ イ ル ス を 不 活 化 す る 技 術
（Fivery™）の研究開発に着手

11月16日 北海道大学、岩見沢市と連携し、最先端のロボッ
ト農業技術に5G、IOWN関連技術などを用いて、
農機の広域自動走行とその遠隔監視制御を実現

11月17日 人々と医療従事者がともに健康で将来に希望を持
ち続けられる世界の実現に貢献する医療健康ビジ
ョンを発表

11月17日 多数の音響センサによる生体音を収集し、ネット
ワークを通じて遠隔伝送する装着型の音響センサ
アレイシステムを開発

11月24日 5Gの実施実験ならびにスマートシティ・スマート
キャンパスの創造および教育・研究、地域社会の
発展に向けて近畿大学と包括連携協定を締結

12月1日 地域の価値ある文化芸術のデジタル化とその活用
を通じた新しい地方創生をめざし、株式会社NTT 
ArtTechnologyを設立

12月7日 独ソフトウェア会社のSAP SEと全方位的なパート
ナーシップ構築に向けた戦略的提携の拡大を発表

12月29日 NTTドコモの競争力強化・成長ならびにNTTグル
ープ全体の成長に向けたNTTドコモの完全子会
社化を完了

1月11日～14日 オンライン開催となった世界最大のグローバルテ
クノロジーイベント「CES2021」でIOWN構想
の価値・魅力ならびに取り組みの進捗状況を紹介

1月28日 ス マ ー ト シ テ ィ の 実 現 に 向 け た 新 ブ ラ ン ド
「SocietyOS™（ソサエティオーエス）」を創設

2月1日 持続可能な社会の実現に向けてドローン分野にお
け る 新 会 社 、 株 式 会 社 N T T  e - D r o n e  
Technologyを設立

2月2日 現実と仮想をつなくデジタル基盤「街づくりDTC™」
の実証実験を開始

2月3日 海外通信キャリアに最適なオープンRANを提供す
る「5GオープンRANエコシステム」の協創に合意

2月8日 千葉大学医学部附属病院と秘密計算ディープラーニ
ングなどの技術を活用した臨床データ分析の共同研
究を開始

2月16日 KDDIと締結した社会貢献連携協定に基づき、リ
モートワークやICTのスキルに関わる研修ならび
に就業支援の取り組みを開始

3月23日 三菱商事と食品流通業界のデジタルトランスフォ
ーメーションを支援するため共同出資会社、株式
会社インダストリー・ワンの設立を発表

3月26日 デジタルネイティブ世代にフィットした新料金プ
ラン「ahamo（アハモ）」を提供開始

3月30日 オーストラリアニューサウスウェールズ州政府と、安
全でスマートな都市の実現に向けた基本合意を締結

3月30日 埼玉県と埼玉の県民サービスの向上および地域活
性化に向けてデジタル技術の活用・DXの推進、産
業振興などで連携と協働に関する協定を締結

3月31日 セブン&アイグループと協創で取り組むRE100店
舗の実現、国内初オフサイトPPAを含むグリーン
電力を一部店舗に導入

4月7日 鉄道業界特有の課題解決をめざす「Biz∫鉄道ソリ
ューション」を提供開始

4月12日 100Gbps仮想ネットワークをリアルタイムに見
える化する監視システムを開発

4月16日 神戸大学と医療用ロボットを開発するメディカロ
イドの国産手術支援ロボットを商用5Gで遠隔操
作する世界初の実証実験を開始

4月20日 小金井市、東京学芸大学とGIGAスクール構想に
よる個別最適化された深い学びなどの実現に関す
る連携協定を締結

4月26日 富士通と持続可能な未来型デジタル社会の実現に
向けた戦略的業務提携に合意

4月26日 ヘルスケア・メディカル事業の強化に向け株式会
社メドレーと資本業務提携に合意

4月30日 デジタルトランスフォーメーションによる安全
性、生産性、環境性の向上を実現する新会社、株
式会社EARTHBRAINを発足

5月12日 IOWN構想や6Gの実現に向けた研究開発力の強
化を目的として、2021年7月1日に「IOWN総合
イノベーションセンタ」を設置することを発表

5月19日 新型コロナウイルス感染症の深刻な被害を受けて
いるインドを支援するため300万米ドルを寄付

5月20日 スカパーJSATと持続可能な社会の実現に向けた
新たな宇宙事業のための業務提携契約を締結

5月21日 北米最高峰のモーターレース「インディカー・シ
リーズ」の冠スポンサーを継続し、インディ500
においてスマートソリューションを提供

6

NTTグループの動き



株主通信「NTTis」のデザインをリニューアルしました。

スマートフォンでも見やすいデザインへ生まれ変わりました。

この冊子は環境にやさしい植物油インキとFSC®森林
認証紙を使用しています。

本誌に記載されているサービスおよび商品などは、当社あるいは各社などの
登録商標または商標です。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

公式ホームページとSNSのご紹介

株主インフォメーション

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

住所・氏名など届出事項の変更、配当金振込先の指定について

NTT株主さま専用電話

0120-584-400
代表電話

0120-782-031
株主・投資家の皆さま向けホームページ

https://group.ntt/jp/ir/

証券会社の口座に当社株式が記録されている株主さま

お取引先の証券会社へお問い合わせください。

特別口座に当社株式が記録されている株主さま

当社特別口座管理機関の三井住友信託銀行へお問い合わせください。

NTT Group HP
https://group.ntt/jp/

Facebook

facebook.com/NTTgroup/

Twitter
twitter.com/NTTPR

Instagram

YouTube

LinkedIn
linkedin.com/company/ntt
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